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こ
と
し
新
増
築
し
た
家
屋

職
員
が
調
査
に
伺
い
ま
す

　
こ
と
し
１
月
２
日
以
降
に
新
増
築

し
た
家
屋
は
、
来
年
度
か
ら
固
定
資

産
税
の
課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。
家

屋
の
評
価
額
を
算
定
す
る
た
め
、
市

職
員
が
家
屋
調
査
に
伺
い
ま
す
。
調

査
時
間
は
、概
ね
１
時
間
程
度
で
す
。

事
前
に
電
話
や
手
紙
で
連
絡
し
ま

す
の
で
、
都
合
の
良
い
日
時
を
伝
え

て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
新
増
築
に
伴
い
取
り
壊
し

た
家
屋
が
あ
る
場
合
は
、
調
査
の
時

に
申
し
出
て
く
だ
さ
い
。

未
登
記
で
も
申
請
が
必
要
で
す

固
定
資
産
の
名
義
変
更

　

土
地
や
家
屋
な
ど
の
固
定
資
産

を
所
有
し
て
い
る
人
が
亡
く
な
っ
た

と
き
は
、
名
義
変
更
の
手
続
き
が
必

要
で
す
。
登
記
し
て
あ
る
場
合
は
法

務
局
に
相
続
登
記
の
申
請
を
、
登
記

し
て
い
な
い
場
合
は
資
産
税
課
窓
口

で
未
登
記
家
屋
所
有
者
の
変
更
を

行
っ
て
く
だ
さ
い
。
詳
し
く
は
問
い

合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

納
税
義
務
者
が

市
外
に
い
る
場
合
は

納
税
管
理
人
の
申
請
を

　

固
定
資
産
税
の
納
税
義
務
者
が

市
内
に
住
所
や
事
務
所
な
ど
を
有

し
な
い
場
合
や
市
外
・
海
外
へ
転
出

し
た
場
合
に
は
、
納
税
管
理
人
を
設

定
し
申
告
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

納
税
管
理
人
と
は
、
納
税
義
務
者

に
代
わ
っ
て
納
税
通
知
書
の
受
領
や

納
税
に
関
す
る
す
べ
て
の
手
続
き
を

行
う
個
人
や
法
人
の
こ
と
。
申
請
書

に
必
要
事
項
を
記
入
し
、
市
役
所

資
産
税
課
か
大
胡
・
宮
城
・
粕
川
・

富
士
見
の
各
支
所
へ
提
出
し
て
く
だ

さ
い
。

問
い
合
わ
せ
は　

資
産
税
課　

☎
８
９
８
―
６
２
１
８

　
　
富
士
見
地
区
の
人
は
　
富
士
見
支
所　

☎
２
８
８
―
１
９
４
５

　
　

納
税
管
理
人
に
つ
い
て
は　

資
産
税
課　

☎
８
９
８
―
６
２
１
６

問
い
合
わ
せ
は　

建
築
住
宅
課　

☎
８
９
８
―
６
８
３
８

■東日本大震災被害者の所得税を軽減
　東日本大震災で損害を受けた人を対象に、所得税
の軽減を行います。対象となるのは生活に必要な住宅
や家財などで、屋根瓦の落下被害も対象になります。
軽減措置についての申告相談は、事前に予約をしてか
らお越しください。

■確定申告書の提出要件が変更に
　平成23年分の確定申告から手続きの一部が変更に

なります。公的年金の収入金額の合計額が400万円以
下で、公的年金に係る雑所得以外の所得金額が20万
円以下の場合は、所得税について確定申告書の提出
は不要になりました。詳しくは問い合わせてください。
　なお、市県民税の申告は必要な場合があります。注
意してください。
■決算説明会
　青色申告（営業・不動産所得、農業所得）の決算
の方法、消費税の申告の方法などの説明会を開催しま
す。
日時＝〈営業・不動産所得〉12月２日㈮〈農業所得〉
12月５日㈪〈消費税〉12月７日㈬、午前10時～正午
会場＝県前橋合同庁舎（上細井町）

税務署からのお知らせ 問い合わせは　前橋税務署　☎224-4371

問い合わせは　建築指導課　☎898-6752

　税の仕組みや目的を考え、理解を深める
ため、中学生の作文を展示します。
期日＝①11月５日㈯～18日㈮②11月８日㈫
～18日㈮
会場＝①は県庁②は市役所１階市民ロビー

中学生が税について
考えた作文を展示します

■
耐
震
・
エ
コ
・
子
育
て
改
修
工

事
が
対
象

　

住
宅
改
修
支
援
事
業
の
対
象
と

な
る
の
は
、
木
造
住
宅
耐
震
改
修

工
事
（
一
般
・
簡
易
）
と
併
せ
て
行

う
改
修
や
住
宅
を
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化

す
る
た
め
の
改
修
、
18
歳
未
満
の
子

ど
も
が
い
る
世
帯
が
行
う
子
育
て
に

関
連
す
る
改
修
な
ど
で
す
。
外
構

な
ど
の
屋
外
部
分
の
工
事
や
別
棟
の

物
置
、
車
庫
、
あ
ず
ま
や
な
ど
の
工

事
、
他
の
補
助
事
業
と
重
複
す
る
工

事
な
ど
は
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

　

補
助
の
利
用
は
１
住
宅
に
つ
き
１

回
ま
で
。
こ
の
事
業
は
平
成
26
年
度

ま
で
継
続
し
て
行
う
予
定
で
す
。

　

な
お
、
申
請
書
な
ど
は
市
役
所

建
築
住
宅
課
に
あ
る
ほ
か
、
本
市
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
す

る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

対
象
と
な
る
人
＝
市
内
在
住
で
次
の

す
べ
て
に
該
当
す
る
人
。
①
市
税
を

滞
納
し
て
い
な
い
②
世
帯
の
中
で
最

も
所
得
の
多
い
人
の
前
年
の
所
得
額

が
６
０
０
万
円
以
下
③
来
年
３
月

16
日
㈮
ま
で
に
完
了
報
告
書
を
提

出
で
き
る

対
象
建
築
物
＝
一
戸
建
て
の
住
宅
か

集
合
住
宅
の
個
人
専
有
部
分

補
助
金
額
＝
20
万
円
以
上
か
か
る
工

事
（
消
費
税
を
含
む
）
の
工
事
費
の

30
㌫
（
上
限
20
万
円
）

補
助
件
数
＝
本
年
度
は
１
０
０
件

程
度
。
予
算
額
に
達
し
た
時
点
で

受
け
付
け
を
終
了

対
象
と
な
る
工
事
＝
市
内
の
業
者
が

施
工
す
る
次
の
い
ず

れ
か
に
該
当
す
る
も

の
①
木
造
住
宅
耐
震

改
修
費
補
助
の
交
付

を
受
け
る
工
事
で
耐

震
改
修
以
外
の
改
修

部
分
②
窓
、
床
、
屋

根
・
天
井
、
外
壁
の

断
熱
性
を
高
め
る
改

修
。
そ
の
他
、
断
熱
性
を
高
め
る
工

事
と
併
せ
て
行
う
住
宅
の
改
修
③

子
ど
も
部
屋
の
模
様
替
え
や
間
仕

切
り
の
変
更
・
設
置
、
増
築
（
別

棟
は
不
可
）。
そ
の
他
、
子
育
て
に

関
連
す
る
住
宅
の
改
修

申
し
込
み
＝
11
月
10
日
㈭
～
12
月

22
日
㈭
に
申
請
書
な
ど
に
必
要
事

項
を
記
入
し
、
市
役
所
建
築
住
宅

課
へ
直
接

住
宅
の
改
修
を
支
援

最
大
で
20
万
円
を
補
助
し
ま
す 

　
本
市
は
、
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
住
ま
い
・
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
、
耐
震
・
エ
コ
・
子
育
て

住
宅
改
修
支
援
事
業
を
開
始
し
ま
す
。
最
大
補
助
額
は
20
万
円
で
す
。
詳
し
く
は
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

　木造住宅耐震診断者派遣事業による診断で上部構造
評点が1.0未満と診断された住宅が行う耐震改修（一般
耐震改修）を対象に、費用の補助を行っています。これ
に加えて、現行の耐震基準に満たない簡易的な耐震改修
（簡易耐震改修）に対しても改修費の補助を開始します。
希望者は事前に建築指導課に連絡してください。詳しくは

問い合わせるか、本市ホームページをご覧ください。
対象建築物＝本市在住の個人が所有する対象住宅、〈①
一般耐震改修〉先着２件〈②簡易耐震改修〉先着２件
補助金額＝耐震改修に要する費用の３分の１（①は上限
50万円②は上限25万円）
申し込み＝11月10日㈭～12月22日㈭に建築指導課へ

木造住宅耐震改修に補助

手続きの流れ手続きの流れ

❶申請❶申請
11月10日㈭～12月22日㈭

❷工事の着工❷工事の着工
交付決定後、着工してください

❸工事完了報告❸工事完了報告
来年３月16日㈮

補助金交付

審査・交付決定
１週間ほど

土地や家屋の
固定資産税 

変
更
の
際
は
手
続
き
を

子どもがすくすくと育つ家に


